
















































　過程における情報提供義務 ― 経験・情報量格差の考慮（上）― 」一法２巻２号（2003
年）683～704頁など。









































































































































































































































































































































































































































































































































― フランスの対応を手がかりとして ― 」新報101巻７号（1445年）21頁。
⑼　金井・前掲注⑺44頁。詳細は拙稿「フランチャイズ契約の締結過程における情報提供


































Ⅳ．お わ り に
　裁判例を時系列で整理したことから，現在では裁判例においてもフランチ
ャイジーは原則的にフランチャイザーに対し情報について劣位にある者であ
ることが一般的となったことが明らかとなった。さらに，フランチャイジー
は事業経験や知識の有無に関係なく，一定の自己責任を負うこと，フランチ
ャイズ契約の締結前においてはフランチャイザーから提供される情報に頼ら
ざるをえないものの，同契約の締結後は事業を行う者でもあるという二面性
のあることも見いだされた。
　しかしながら，フランチャイザーの情報提供義務認定について，裁判例上
の統一的な基準や目安といったものが析出されたわけではない。これらは，
裁判例や国内の学説のみから見出すことは難しいものと考える。よって，次
稿において，ドイツ法の示唆をあしがかりにした理論の構築を試みることと
したい。
